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中間整理以降の水素・アンモニア関連政策の主な動き（2023年１月～）

⚫ 国内動向

▷水素・アンモニア合同小委「中間整理」公表（2023年１月４日）

▷「GX実現に向けた基本方針」及び「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進
に関する法律（GX推進法）案」の閣議決定（2023年２月１０日）

▷第３回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議（2023年４月４日）

▷「GX推進法」成立（2023年５月１２日）

▷「水素基本戦略」の改定（5月末を目途に取りまとめ）

⚫ 国際動向

▷G7札幌気候・エネルギー・環境大臣会合（2023年４月１５日ー１６日）

▷G7広島サミット（2023年５月１９日ー２１日）
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⚫ GXを通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の３つを同時に実現するべく定め
た「GX実現に向けた基本方針」が本年２月に閣議決定。

⚫ GXに向けた脱炭素の取組の１つとして、水素・アンモニアの導入促進を位置付け。

4) 水素・アンモニアの導入促進

⚫ 水素・アンモニアは、発電・運輸・産業など幅広い分野で活用が期待され、自給率の向上や再生可能エネルギーの出力変動対
応にも貢献することから安定供給にも資する、カーボンニュートラルの実現に向けた突破口となるエネルギーの一つである。 特に、
化石燃料との混焼が可能な水素・アンモニアは、エネルギー安定供給を確保しつつ、火力発電からの CO2 排出量を削減してい
くなど、カーボンニュートラルの実現 に向けたトランジションを支える役割も期待される。同時に、水素・アンモニアの導入拡大が、産
業振興や雇用創出など我が国経済への貢献につながるよう、戦略的に制 度構築やインフラ整備を進める。

⚫ 大規模かつ強靱なサプライチェーンを国内外で構築するため、国家戦略の下で、クリーンな水素・アンモニアへの移行を求めるとと
もに、既存燃料との価格差に着目しつつ、事業の予見性を高める支援や、需要拡大や産業集積を促す拠点整備への支援を含
む、規制・支援一体型での包括的な制度の準備を早期に進める。また、化石燃料と の混焼や専焼技術の開発、モビリティ分野
における商用用途での導入拡大を見据えた施策を加速させる。

⚫ エネルギー安全保障の観点を踏まえ、国内における水素・アンモニアの生産・供給 体制の構築にも支援を行う。特に国内の大規
模グリーン水素の生産・供給については、中長期を見据えてなるべく早期に実現するため、余剰再生可能エネルギーからの水素
製造・利用双方への研究開発や導入支援を加速する。水素・アンモニアを海外から輸 入する場合においても、製造時の温室効
果ガス排出など国際的な考え方にも十分配慮するとともに、上流権益の獲得を見据えた水素資源国との関係強化を図る。

⚫ 国民理解の下で、水素・アンモニアを社会実装していくため、2025 年の大阪・関西万博での実証等を進めるとともに、諸外国の
例も踏まえながら、安全確保を大前提に 規制の合理化・適正化を含めた水素保安戦略の策定、国際標準化を進める。

GX実現に向けた基本方針における水素・アンモニア

GX基本方針内の水素・アンモニア記載抜粋
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【参考】



5

第３回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議

⚫ 「GX実現に向けた基本方針」の中で、重要な柱として位置づけられた再エネ及び水素
等に関し、今後の導入促進に向けた具体策について議論するため、本年４月に開催。

⚫ 岸田総理・西村経済大臣など関係閣僚を交え議論し、各省の連携を確認。

【岸田総理 発言概要】
〇世界に先駆けて国家戦略として策定した「水素基本戦
略」を５月末を目途に改定。

〇ウクライナ情勢等を機に、米国・欧州が巨額の水素投資
を進めている。

〇豪州や中東、アジアと連携した国際的サプライチェーン
の構築・拠点整備の具体化を加速するとともに、国内で
は規制や支援一体型でアジアに先駆けた先導的な制度整
備を早急に進める。

〇激しい国際競争に対応しつつ、国内の脱炭素化を進める
ためには、「ＧＸ経済移行債」も活用し、民間投資を加
速していく必要がある。

⚫日時：令和5年4月4日

⚫会議構成員：総務大臣、外務大臣、文部科学大臣、農林水産大臣、

経済産業大臣、国土交通大臣、環境大臣、経済再生担当大臣、内閣

府特命担当大臣（経済財政政策）、内閣府特命担当大臣（科学技

術政策）、内閣府特命担当大臣（海洋政策）及び内閣官房長官

関係閣僚会議概要



＜主なポイント＞
① 2040年における水素等の野心的な導入量目標を新たに設定し、水素社会の実現を加速化

～2030年300万トンより先の目標として、水素需要ポテンシャルの見通し等から、2040年1200万トン程度を軸に検討～

② 2030年の国内外における日本企業関連の水電解装置の導入目標を設定し、水素生産基盤を確立
～2030年の世界の水電解装置の導入見通しの約１割に当たる、15GW程度を軸に検討～

③ 大規模かつ強靭なサプライチェーン構築、拠点形成に向けた支援制度を整備
～2030年頃の商用開始に向けて、大規模かつ強靭な水素・アンモニアサプライチェーンの早期構築を目指す。
現時点で、官民合わせて15年間で15兆円の投資計画を検討中～

④ 「クリーン水素」の世界基準を日本がリードして策定し、クリーン水素への移行を明確化
～水素の製造源ではなく、炭素集約度＊で評価する基準の策定、クリーン水素へ移行するための規制的措置～

水素社会実現に向けた政策の骨格（案）
「水素基本戦略」の改定

規制・支援一体型での包括的な制度整備

支援 規制
クリーン水素（Environment）への移行と適用法令の整理・明確化
• クリーン水素を定義するとともに、今後の技術の進捗や国際動向等を踏まえ、

黎明期における水素の導入拡大を阻害しないように十分配慮しつつ、
国内で供給される水素を中長期的にクリーン化していくための誘導措置を検討する。

• 現行の保安を含む適用法令全般の関係を整理・明確化。

「水素保安戦略」の策定

①脱炭素、②エネルギー安定供給、③経済成長の「一石三鳥」を狙い、
日本の技術的な強みを生かし、世界展開を図る。

大規模な水素利用に向け、サプライチェーン全体をカバーした法令の適用
関係を合理化・適正化を図る。

「水素産業戦略」の策定

生産

輸送

利用

水電解装置の生産設備増強、水電解膜等のコア技術の開発支援

輸送設備の国内生産設備増強・人材育成、液化水素・MCHの海外普及
（欧州等へのトップセールス）、水素等品質規格の標準化

FC（燃料電池）商用車導入、水素STのマルチ化、港湾や空港でのFC機器導入
発電技術の開発・国内外への普及加速、熱需要機器の導入促進

水素基本戦略（アンモニア等＊を含む）について、以下を骨格とした改定の検討を進め、5月末を目途に取りまとめ、制度設計の具体化を図る。

水素等のサプライチェーン例

※NEDO事業「東京湾岸エリアにおけるCO2フリー水素供給モデルに関する調査」を参照し、作成。

長期水素需要（2030～）
（川崎・横浜周辺地区）

約42万トン/年

大規模なサプライチェーン構築支援（既存燃料との価格差支援）
• S＋3Eの観点からプロジェクトを選定する評価の枠組みを構築
安定供給（Energy Security）：国内製造、供給源の多角化等調達上のリスク耐性
経済性（Economic Efficiency）：供給事業者の経済的な自立化見通し
環境性（Environment）：CO2削減度合いに応じた評価

需要拡大に向けた拠点整備支援（効率的な供給インフラ整備支援）
• 大規模な需要の立ち上げや産業集積を促す枠組みを構築

水素の安全な（Safety)利活用に向けた環境の整備
• 大規模な水素利活用に向けて必要な保安規制の合理化・適正化を図る。

事業者等から挙げられた課題：①水素社会実現への投資に向け予見可能性を高めるための目標の提示や政府支援(水素や水電解装置等の導入目標、水素関連製品の製造設備投資への支援)、
②特に、国内外の大規模水素製造や輸送に関するインフラ構築・製造輸送に要するコストへの支援、③水素の利活用に繋がる規制・支援一体型での包括的な制度整備、
④資源国との関係強化、⑤水素パイプラインにまたがる適用法令の明確化、⑥水電解装置に対する安全基準等の合理化、⑦地域での水素製造・利活用、自治体連携等

＊単位当たりの水素製造時
に発生するCO2排出量

①水素の安全性を裏付ける科学的データ等の戦略的獲得

②共有領域等に関するデータ等の共有

③技術基準の統一的運用を通じたシームレスな保安環境の構築

④第三者機関の活用（水素のノウハウ・経験を集約した中核拠点）

⑤人材育成・大学の活用等（リカレント教育等による水素保安の人材の推進）

 電力 :82%
 製鉄・金属 : 8%
 石油精製 : 3%
 化学 : 3%
 その他 : 4%

（空港等での利用を含む)

＊合成燃料等水素化合物を含む

【参考】
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Ｇ7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合

⚫ 昨月（4月）、「G7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合」を北海道札幌市で開催。採択され
たコミュニケでは、水素・アンモニアが様々な分野・産業、さらに「ゼロエミ火力」に向けた電力部門
での脱炭素化に資する点を明記。ブルー・グリーンといった色によらない「炭素集約度」の概念を
含む国際標準や認証スキーム構築の重要性を確認。

⚫ 併せて歓迎されたIEAレポートでは、上記炭素集約度の有用性のほか、再エネ導入拡大に伴う
調整力の選択肢として、特に東南アジアなどの熱帯地域における水素・アンモニアを活用したゼ
ロエミ火力を指摘。

⚫参加国：G7（EU含む）（議長国：日本）

※招待国：インド（G20議長国）、インドネシア(ASEAN議長国)、

UAE（COP28議長国）

※招待機関： UNFCCC、OECD、IEA、IRENA、ERIA、IUCN、

WBCSD

⚫日本出席者：西村経済産業大臣、西村環境大臣、他

会合概要

【G7における水素・アンモニア関連技術のアピール】

○製造、運搬、利用等の技術について、フランス、イタリア、インド

ネシア、UAEの閣僚に対して、西村大臣から説明を実施。

→各国からは日本技術を高く評価する声があった。

○液化水素運搬船「すいそふろんてぃあ」を小樽港に停泊させ、

イギリスやEUの閣僚を船内に案内し、西村大臣から紹介。
7



【参考】Ｇ7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ 水素・アンモニアパート

67. Low-carbon and renewable hydrogen and its derivatives such as ammonia:

We recognize low-carbon and renewable hydrogen and its derivatives such as ammonia should be developed and used
where they are impactful as effective emission reduction tools to advance decarbonization across sectors and
industries, notably in hard-to-abate sectors in industry and transportation. We also note that some countries are
exploring the use of low-carbon and renewable hydrogen and its derivatives in the power sector to work towards zero-
emission thermal power generation if this can be aligned with a 1.5°C pathway and our collective goal for a fully or
predominantly decarbonized power sector by 2035, while avoiding N2O as a GHG and NOx in general as a regional air
pollutant and precursor to tropospheric ozone. Some countries also consider to utilize hydrogen for the conversion of
electricity surplus from renewable energy. We affirm the importance of taking action to reduce the cost gap between
low-carbon and renewable hydrogen and its derivatives and fossil fuels, including RD&D, and enabling infrastructure. We
will enhance our efforts to develop the rule-based, transparent global market and supply chains based on reliable
international standards and certification schemes while adhering to environmental and social standards, in particular
with regard to water use conflict in diverse ways including liquefied hydrogen and liquid organic hydrogen carriers, and
promote organic collaboration between supplier and consumer countries to reduce costs. We will build the enabling
environment to encourage safety use of hydrogen, promote relevant regulations, safety codes, and standards in order to
accelerate deployment and emissions reductions from hydrogen use. We affirm the importance of developing
international standards and certification including for a GHG calculation methodology for hydrogen production and
mutual recognition mechanism for carbon intensity-based tradability, transparency, trustworthiness and sustainability.
We welcome the IEA report “Towards hydrogen definitions based on their emissions intensity” as a contribution to the
discussion towards reliable international standards and certification schemes on expanding low-emission hydrogen
and its derivatives and fostering common understanding. We note with appreciation that the International Partnership
for Hydrogen and Fuel Cells in the Economy (IPHE) has advanced progress of the hydrogen standards and certification
action. We also stress that countries producing low-carbon and renewable hydrogen for export and domestic use should
fully benefit from and advance its development.

8
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【参考】Ｇ7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ 仮訳

67. 低炭素及び再生可能エネルギー由来の水素並びにアンモニアなどのその派生物：

我々は、低炭素及び再生可能エネルギー由来の水素並びにアンモニアなどのその派生物を開発すべきこと並び
に産業及び運輸といった特に排出削減が困難なセクターにおいて、セクター及び産業全体の脱炭素化を進める
ための効果的な排出削減ツールとして影響力がある場所で使用すべきであることを認識する。我々はまた、温室
効果ガスであるN2Oと一般的には地域の大気汚染物質及び対流圏オゾンの前駆体であるNOxを回避しなが
ら、1.5℃への道筋及び2035年までの電力部門の完全又は大宗の脱炭素化という我々の全体的な目標と
一致する場合、ゼロ・エミッション火力発電に向けて取り組むために、電力セクターで低炭素及び再生可能エネ
ルギー由来の水素並びにその派生物の使用を検討している国があることにも留意する。一部の国では、再生可
能エネルギーからの余剰電力を変換するために水素を利用することも検討している。我々は、研究開発及び実証
並びにインフラの有効化を含む、低炭素及び再生可能エネルギー由来の水素並びにその派生物と化石燃料との間
の価格差を減らす行動を取ることの重要性を認識する。我々は、信頼できる国際標準及び認証スキームに基づき、
特に水利用競合に関する環境および社会的基準を順守しながら、液化水素および液体有機水素キャリアを含む
様々な方法で、ルールに基づき透明性のあるグローバルサプライチェーンを開発すること、供給国と消費国の間の有
機的な協力を促進してコストを削減することへの努力を強化していく。我々は、水素利用の促進及び排出削減を
加速するために、関連規制、安全コード及び基準を普及し、水素の安全利用を促すための環境を構築していく。
我々は、炭素集約度に基づく取引可能性、透明性、信頼性及び持続可能性のための水素製造の温室効果ガ
ス算定方法および相互認証メカニズムを含む国際標準及び認証を開発する重要性を認識する。我々は、IEA
報告書「排出集約度に基づく水素の定義に向けて」 を低排出水素及びその派生物の普及のための信頼できる
国際標準及び認証スキーム及び共通理解の促進に向けた議論への貢献として歓迎する。我々は、国際水素燃
料電池パートナーシップ（IPHE）が水素の基準及び認証に関する活動の進展をもたらしたことに感謝の意を表す
る。我々はまた、輸出及び国内利用のために低炭素及び再生可能エネルギー由来の水素を製造する国々が、そ
の開発から十分な利益を得てその開発を前進させるべきであることを強調する。
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IEAレポート①（Towards hydrogen definitions based on their emissions intensity）

⚫ コミュニケにおいて歓迎されたIEAレポートでは、ブルー・グリーンではなく炭素集約度に基づく水素
製造基準のサプライチェーン構築における有用性について発信。また、2050年に向けた3つのシ
ナリオに基づく炭素集約度の低減に向けた具体的な道筋が明らかになった。
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IEAレポート②（Managing Seasonal and Interannual Variability）

⚫ 本IEAレポートでは、再エネ導入拡大に伴い課題となる、その季節・年次変動によるエネルギーシ
ステムへの影響について、４つの気候区分ごとに分析。

⚫ 特に、東南アジアなどの熱帯地域においては、この影響に対する調整力の必要性が高く、その
選択肢として、水素・アンモニアを活用したゼロエミッション火力が示された。
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GX推進法の概要

⚫ 2050年カーボンニュートラル等の国際公約と産業競争力強化・経済成長を同時に実現していくた
めには、今後10年間で150兆円を超える官民のGX投資が必要。

⚫ 本年２月に閣議決定された「GX実現に向けた基本方針」に基づき、以下項目(1)~(5)を定める
「GX推進法」が本年５月12日に成立。

（1）GX推進戦略の策定・実行

（2）GX経済移行債の発行

GX実現に向けた先行投資支援のためのGX経済移行債の発行

（3）成長志向型カーボンプライシングの導入

化石燃料の輸入事業者等に対する化石燃料由来のCO2排出量に応じた化石燃料賦課

金の徴収や発電事業者を対象としたCO2排出量の取引制度の導入

（4）GX推進機構の設立

民間企業のGX投資の支援や化石燃料賦課金等の徴収・排出量取引制度等を運用する

GX推進機構の設立

（5）進捗評価と必要な見直し

など、GX実現に向けた具体的な取組を加速。
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【参考】


